平成22年度　第3回　富山県公共事業評価委員会
日　時　　平成22年10月18日（月）13:30～16:00

場　所　　県庁4階大会議室

出席者　　長尾会長、石田委員、室伏委員、瀧本委員、翠田委員、小見委員
議　事
（1）平成22年度再評価対象事業について
（長尾会長）　それでは、これから具体的な審議に入りたいと思います。今回も前回と同じように公開としておりますので、各委員の皆さん、よろしくお願いいたします。

　なお、先ほどもご案内がありましたが、本日の出席者は6名となっておりますので、委員会の設置要綱第5条第2項に規定する定足数6名を満たしていることを最初に確認しておきたいと思います。

　では最初に、今もご案内がありましたように、第2回目からかなり時間が経過しておりますので、おさらいの意味も含めて、事務局の方から大まかな全体像の簡単なご説明をいただいた後、委員の皆さんからこれまでに提示されている意見や質問等について、事務局からまたご説明をいただきたいと思います。では、よろしくお願いいたします。

　①前回までのあらすじ

（事務局）　それでは、事務局からこれまでのおさらいをさせていただきます。

　まず第1回目の委員会は7月12日に開催させていただいております。今年度の概要の説明と、県の対応方針等の説明をさせていただいたところです。それから、第2回目の委員会は7月26日で、現地視察を行っております。伏木富山港海岸、雨晴海岸、下水道処理場や高岡環状線の現場を見ていただいております。

　22年度の再評価対象事業については、資料1のとおり、今回の対象はすべてで27件となっております。内訳については、1回目の再評価が9件、2回目となる再々評価が8件、それから3回目の再評価は10件です。部局別では、農林部の方で2件、土木部の方で25件となっております。それから、再評価対象27件について、事業別に表記したものが中の表に書いてあります。すべて5の倍数に相当する年数が経過したということで、今年度の再評価の対象となっています。本来であれば、この27件すべてを審査していただく予定でしたが、時間的な制約等もありますことから、下にあります14年度に策定した重点審議対象事業の選定基準により、特に重点的にご審議いただくものとして10件を抽出させていただいたところです。

　再評価対象事業の一覧表が資料No.1の2ページ以降にございます。細かく記載してあるかと思いますが、一覧表の左肩に重点と記載してありますものが今回対象とさせていただきました10件です。また、先ほど申しましたが、7月26日にその中から4カ所の現地視察を実施しております。整理番号でいきますと、11番の伏木富山港海岸、25番の神通川左岸の流域下水道の施設、それから9番の雨晴海岸と5番の高岡環状線の4カ所となっております。

　それから、評価対象事業の各個別事業について説明をしておりますが、それは資料2ということでA3のものになっております。この表の中において、右側から3番目に対応方針案と書いてありますが、これは現時点における県の方でこの事業について今後の対応をどのようにするかという素案です。現在、平成22年度の県の対応方針案としては、対象となった事業すべてを継続ということでお願いしたいと考えております。

　それから、第1回目と第2回目の委員会において各委員の皆さまからご意見をいただいたもの、その後ファックス、メール等でお問い合わせのあったものについては、本日お配りした資料12のとおりです。○印で既にお答えさせていただいたものと、今回時間をいただきまして説明をさせていただく予定というものを色分けしてありますので、参考までにご覧いただければと思っております。

　事務局からは以上です。

（長尾会長）　ありがとうございました。では、これから審議していく観点から、特に今ご説明いただいた内容について先にご質問をいただきたいと思うのですが、いかがでしょうか。今のご説明の中で何かご質問等はありますか。よろしいですか。では、資料12について事務局の方からご説明をお願いします。

（事務局）　繰り返しになりますが、資料12としてお配りしたものについては、●の付いたものについては今回回答させていただきたいと思っているものです。それから、○については1回目、2回目の現場での回答も含めて事務局の方から一応お答えをさせていただいたものです。資料12についての補足は以上です。

（長尾会長）　では、資料12に関して何かご意見等はありませんか。○については回答済みで、●の方が簡単に今、回答いただけるものです。よろしいですか。

　②これまでの委員意見に関する説明

（事務局）　それでは、引き続きまして、重点審議対象事業について、特に第1回委員会での質疑やその後、委員会の皆さまからいただきましたご意見等を中心にお答えしたいということで、土木部から説明をさせていただきます。

（柴田土木部次長）　土木部次長の柴田でございます。よろしくお願いいたします。

（以下、スライド併用）

○これまで委員の皆さま方からいただきましたご意見につきまして、土木部の方からご説明させていただきます。先ほど事務局から資料12のご説明がありましたように、●を付記してありますご意見のうち、まず一つ目が道路に関するもので、道路開通後の周辺の土地利用も考えるべきというご意見です。2番目は河川に関してですが、河川整備だけではなく、宅地開発等においても豪雨等に対処できる整備を進めるべきであり、特に雨水の浸透を考えた整備をすることが重要というご意見、それから、海岸事業に関するご意見がありましたが、順にご説明させていただきます。

　なお、海岸事業に関するご意見については、第1回の委員会でもご審議いただき、さらに第2回の委員会後にも幾つかご意見をいただいております。いま一度、本県の海岸事業について全体の説明をさせていただく中で、ご意見に対するご説明をさせていただきたいと考えております。

○まず道路事業に係る意見についてですが、今ほど言いましたように、工事を進めるだけでなく、開通した後の道路周辺の土地利用も考えるべきというご意見についてご説明させていただきます。

○道路事業の高岡環状線ですが、現地も見ていただいております。高岡環状線の計画周辺地域については、市街化を抑制すべき区域ということで、市街化調整区域となっています。今パワーポイントでお見せしておりますが、着色してありますのが市街化区域で土地利用の色塗りをしてあるところです。白地になっているところについては市街化調整区域であり、高岡市の都市計画マスタープランにおいても農業振興地域とされていますことから、基本的には現状の田園環境を維持・保全する地区としております。

　しかしながら、本路線については、その図で見られたとおりですが、前からも説明しておりますように高岡市の環状道路をなすとともに、北陸新幹線新高岡駅（仮称）や能越自動車道高岡インターへのアクセス道路ともなっておりますので、観光や物流の促進において大きく寄与すると考えられます。そういうことから、企業立地など本県の活性化に資する開発については柔軟な対応が必要でないかと考えております。

　今後とも道路の整備効果が十分発揮されるよう、高岡市や関係機関と連携・調整して適切に対応してまいりたいと考えております。

○次に河川事業に係る意見についてですが、都市化の進展が河川に与える影響も大きいことから、河川整備と同時に宅地開発等においても豪雨等に対処できる整備を進めるべき、特に雨水の浸透を考えた整備をすることが重要というご意見に対してご説明させていただきます。

　近年多発する集中豪雨や宅地化の進展により、市街地等の道路の側溝や用・排水路等があふれることによる浸水被害等が発生しておりますが、これまでも県の河川整備と連携しながら市町村の下水道事業によって雨水幹線の整備が進められております。

　また、宅地開発についても、第１回委員会でご質問がありましたが、開発行為を許可する際に、周辺の水路あるいは河川に過度の負担をかけないように、集中豪雨時に備えて、例えば河川が30年確率で整備計画されているとすれば、おおむね30年に1回の確率で発生するような降雨を対象として算定した洪水調整池、要は宅地開発されたところから一時洪水調整池に入ってから、そこで一回受けて、そこから河川あるいは排水路へ出すということを指導しております。

○それから、近年のゲリラ豪雨による急激な雨水の流出を抑えるための対策として、今パワーポイントで示しておりますのは富山市婦中町の市街地部ですが、坪野川流域では県や市において学校のグラウンドの周囲にコンクリートの壁、右側のこれですが、このコンクリートの壁を設置して、グラウンドに降った雨を一時的に貯留させる、いわゆる校庭貯留をしまして、河川への流出を抑制する整備を平成19年度より行っております。この地域では、県では富山西高校、市では速星中学校、および速星小学校の校庭で実施しております。

　それから、富山市と滑川市では、水田のはけ口にこのような放流量を調節するために堰板を設置して、豪雨時の水田からの排水を抑制する水田貯留にも取り組んでいるところです。この堰板には5cm角ぐらいの穴が開いており、堰板を越える水だけが排水路へ流れるという状況になります。水田の面積が広いので、かなり効果はあると思います。

　さらに河川改修には整備に長い期間かかるものですから、県管理河川の沿川地域において、河川、それから先ほど下水道と言いましたが、それから排水路などの各施設管理者が連携して対策を考えていくということで、流域全体の総合的な浸水対策計画を考えております。今年度は氷見市で調査を実施しますが、これまで富山市の南部地域や高岡市、砺波市等で実施されてきております。具体的には河川整備だけでなく、例えは河川を横断する橋梁のかさ上げ、あるいは排水路のバイパス整備を行うなど、各施設管理者が連携しながら浸水対策を実施していくというものです。

○雨水の浸透を考えた整備の事例として、パワーポイントで示しておりますが、今まで市街地の透水性舗装として、上の方にありますように、高岡市にあります国道415号の伏木の十間道路の歩道、あるいは魚津市の沓掛魚津線の歩道で実施しております。また、公園の浸透施設ということで、富山県の総合運動公園の駐車場、園路、それから富山市の城址公園における駐車場等にも透水性舗装を実施しております。それから浸透枡については、下の方にありますが、平成20年までに富山市役所周辺の市道で86カ所設置しています。いずれも公共施設ばかりですが、雨水の浸透を考えた施設の整備を実施しております。

　こういうことで、今後も市町村とも連携しながら、また、当然、地元の皆さま方にも協力いただきながら総合的な治水対策に取り組んでいく必要があると考えております。

○続きまして、富山県の海岸について全体を説明する中で、先ほど三つほどありましたご質問に対して説明させていただきたいと思います。

　これまでの委員会でもご説明しておりますが、富山湾はこのような形で非常に湾曲しているわけで、西の方の能登半島から東に向けて大体ここで南側に大きく湾曲しており、その延長が大体147kmです。富山湾は「あいがめ」といわれ、ここにありますように非常に海底谷が多数発達しており、複雑な地形をしております。そういう関係で、この地形と富山湾特有の寄り回り波、写真は晴天の日に発生している寄り回り波ですが、それから、冬期風浪等などの海洋における自然条件が相まって、全国でもまれに見る侵食海岸となっております。その一方で、こちらは雨晴海岸の方から見た海越しの立山連峰、それからこちらは景勝地である阿尾海岸ですが、そのようなことで県内外の人々にも親しまれております。

○これは県内における海岸侵食状況の写真です。とりわけ県東部の方の侵食が厳しいわけですが、これは海底勾配が先ほどお見せしたパワーポイントにありましたように急勾配だということと、外洋に直接面しているということもあると思いますが、一時的に激しいエネルギーを持った波がそのまま海岸に押し寄せるということが一因と考えられます。

　写真は下新川海岸の入善町地内ですが、上の方が昭和22年で、下が平成7年という状況です。この上と下の同じところを見ていただければ分かりますように、侵食がかなり進んでいることが分かります。ここにちょっと丸を打ってありますが、これと同じ箇所を比較したもので、約50m陸地が侵食されていることが見受けられるかと思います。

○次の写真は下新川海岸の入善町神子沢地内です。これは昭和35年の砂浜の状況ですが、現在は全くなくなっております。海岸は消波ブロックに覆われているという状況です。

○今回ご審議いただいております雨晴海岸の昭和47年の様子です。この時期はまだこのようにかなり広い砂浜があり、多くの海水浴客でにぎわっております。現在は、見ていただきますと分かりますように砂浜の侵食が進みまして、一部では現地でも見ていただいたと思いますが、護岸の基礎がむき出しになっています。

○また、海岸侵食に加えて、過去幾度となく高波による被害を被っております。これは平成20年2月24日に発生しました寄り回り波によるもので、入善漁港海岸の状況です。高波が堤防を越えて背後地へ浸水しています。越波により、背後地の民家が多数倒壊する被害が発生しました。

○同じように、下新川海岸の越波状況です。

○このパワーポイントでは県内の海岸事業の実施箇所を示しています。丸を付けてあるところが今、海岸事業等を実施しているところで、上からまず赤で着色してあるのが国土交通省河川局所管の海岸です。青色が国土交通省の港湾局が所管する海岸、それから一番下が農林水産省の整備している海岸ということで、ちょっと色は違いますが、それぞれここに書いてありますように、ハッチを付けてありますのは侵食対策、この上の方のこちらは直轄事業、それからこちらは補助事業です。上の方にこうやって着色して斜線を引いてありますのは、すべて侵食対策事業を実施しています。下の方に塗りつぶしてありますのが、侵食対策に加えて環境整備にも配慮している箇所です。

　これを見ていただければ分かりますように、大体、県東部のこちらの方については、ほとんど侵食対策事業です。侵食対策に加えて環境整備にも配慮しているのは、現地で見ていただきました雨晴海岸や伏木富山港海岸の一部で実施しており、緩傾斜護岸、離岸堤、人工リーフなどの海岸保全施設を整備しています。

○前回、海岸侵食はどんな形で発生するかという質問がありましたが、海岸侵食が発生するメカニズムについては、正確には分かりかねるところもありますが、主に次の二つの原因が考えられるのではないかと思われます。
　砂浜の砂については、その場にずっとじっとしているわけではなく、常に移動しておりますが、まず、波などの作用によって供給される砂の量と流出する砂の量のバランスが崩れると海岸侵食が起きるという定説があります。すなわち、上の方にありますように、河川から土砂が供給されるわけですが、こういう供給土砂の減少などが侵食の原因になっているのではないかということが一つです。また、下の方は、海岸に例えば漁港や突堤などいろいろな構造物を設置することがあるわけですが、そういうことによって、海岸方向の沿岸漂砂、これに沿って砂が動くわけですが、そういう砂の動きが止まってしまって、海岸侵食が起きるということです。複数の原因があると思いますが、このようなものが複雑に絡み合って侵食の原因になっていると考えられます。

　従いまして、海岸への土砂供給を増やすことが根本的な対応になると思います。現状より河川からの供給土砂を多くするには、上流にある例えば砂防ダムや利水ダムを撤去すればいいのではないかという話もありますが、治水・利水等の関係から相当難しい問題があるのではないかと考えております。また、海岸部の土砂移動の遮断要因についても、港湾あるいは漁港の施設を撤去することも経済活動上ちょっと厳しい面がありますので、なかなか難しいのではないかと考えております。

○このようなことから、最近では実施可能なこととして、国等において黒部川の宇奈月ダムと出し平ダム（関西電力）には二つとも排砂ゲートがあるので連携排砂を実施しております。総合的な土砂管理の考え方から、現在、毎年出水期に合わせて、ある程度の洪水があった場合により自然に近い形で排砂しております。その中で詳細なデータを集めている状況です。

　それから、国や県の方で例えば土砂を下流に流す新しいタイプの砂防ダムの設置などもしております。というのは、今まではここの部分もコンクリートで造っていたわけですが、ある程度の大きい粒径のものについては止めるものの、土砂や砂みたいなものについては下流の方に流すというスリットタイプの砂防ダムもできてきています。

○次に、海岸の面的防護方式の推進ということでご説明します。今、海岸保全の方法としては、今回の審議対象となっております伏木富山港海岸と雨晴海岸においては面的防護方式を採用しているわけですが、県東部の下新川海岸の一部や滑川海岸については線的防護方式ということで、これまでのように例えば直立堤という堤防だけで防いでいます。昭和50年代はそのような形で線的防護方式が主流でしたが、昭和50年～60年代に入りまして、例えば海岸の環境整備やレクリエーション需要の増大というような機運が高まりまして、防護だけでなく、いろいろな面で、環境と利用の調和のとれた海岸整備が求められてきております。

　このため、下の方にありますように、緩傾斜護岸と人工リーフ（潜堤）、それから養浜という三つの施設を組み合わせた面的防護方式を採用しております。このようにすれば、侵食対策、越波防止対策に加えて、海岸環境の保全、海岸利用の増進が図られる、有効な施策ということで、全国各地で取り組まれております。

○前回、砂浜について議論が出ておりました。砂浜がなぜ必要かということについては、伏木富山港海岸と雨晴海岸については先ほども申しましたように面的防護方式でやっておりますが、沖合施設と護岸に加えて砂浜を養浜する計画としております。

　砂浜の方の整備については、レジャーのため、海水浴場を整備するだけでなく、この砂浜があることによって、まず打ち上げの波が弱められ、海岸侵食が進みません。海岸侵食がどんどん進んでくると越波が発生したり、それからさらにひどくなると、裏へ海水が回って破堤になるということで被害が拡大します。ですから、砂浜の消失は越波の増大や海水の浸入を招くことになります。

○実際に近年、下新川海岸をはじめ、前浜、前面の砂浜が著しく侵食されていた海岸においては、基礎から吸い出しを受けてこのようになった形で、堤防護岸の陥没あるいは倒壊という災害が発生しております。

　前面に砂浜があることを前提として設計・施工されました堤防については、直接波浪が来襲することを想定しておりませんので、放置しておきますと倒壊等の恐れがあります。また、今後の気候変化に伴う海面水位の上昇や台風の激化などによって、倒壊の危険性や被害のポテンシャルが増大することも懸念されております。

　このように、砂浜につきましては単に海水浴場としての機能を持っているだけではなく、越波防止や侵食対策のためにも非常に重要な施設ですので、景観や利用を考慮する地域においては砂浜の整備による対策を行っております。

○これは朝日町の境海岸ですが、海岸保全施設の整備実施前と施設整備後の海岸の状況を比較してみました。一番上は昭和56年の事業実施前で、非常に砂浜が侵食されている状況が見受けられるかと思います。次は平成7年の写真ですが、離岸堤の整備が終わっているところです。さらに次は平成17年ですが、さらにその離岸堤から人工リーフの整備を行っているところについて、このような形で結構砂浜が回復しているという状況が見受けられるかと思います。

○このように護岸や人工リーフの海岸保全施設の整備を進めてきたところではありますが、こうしたハード整備については非常に多くの費用と長い年月を要しますので、これだけではなかなかすぐに対応できるものではありません。そこで、高波による被害を軽減させるためのソフト対策を充実させる必要があります。

　その取り組みの一つとして、平成20年2月に発生した高波災害を踏まえて、平成21年3月31日にこの下新川海岸が全国で初めて国土交通大臣の指定を受けた水防警報海岸とされました。この部分については国の直轄事業になりますが、ここから東側の隣接するところについては県が施行している海岸で、こちらについても県知事が水防警報海岸に指定しております。水防警報海岸として避難指示や水防体制の配備の基準が作られたことにより、関係機関や地域住民による適切な水防活動や避難行動の実施が可能となり、高波被害の拡大防止が図られます。

○次に海岸の利用状況ですが、左側二つの写真は、富山新港およびその東西の埋立地によって失われた海岸が、その前はどのように利用されていたかという状況が分かるものです。以前は良好な砂浜があり、地引網がこのような形で行われているなど、海水浴などに多くの人が訪れていたことが分かるかと思います。右下の写真は、現在の東西埋立地の海岸線の状況ですが、直立護岸や消波ブロックで覆われ、海岸で遊ぶことも近づくこともなかなか難しい状況になっているかと思います。このため、射水市や地元からは海岸防護としての安全面の確保のみならず、利用面からも例えば海水浴や釣り、散策、休憩などができるような施設整備について強い要望があるところです。

○新湊地区の現在の海岸利用状況についてご説明いたします。新湊地区の海岸環境整備事業については、まず海岸防護としての安全確保を第一として、多様な海岸利用に資する海浜空間の創出にも努めてきております。

　左上の写真については、平成18年度に完成し供用しました西側の海水浴場の利用状況を示したものです。下に供用開始してからの利用状況がありますが、平成22年度については約2万4000人ということで、利用者は順調に増加しております。また、右側の写真はトライアスロンの大会の状況で、参加者については全国から集まっていて、今、当箇所の一大イベントとなっております。右下の写真については、平成13年度に完成した一番西側の利用状況ですが、水上バイクやウインドサーフィンなどの活動的な海洋空間として利用されております。

　射水市の方では市の観光協会などとも連携して、インターネットを使って観光スポットとしてPRしてきております。今後、夏場のシーズンを問わず、多くの方に海岸利用をいただき、地域活性化につながるように、市や地元等とも協力していきたいと考えております。

　以上でご質問に関する説明を終わらせていただきます。

　③審議対象事業の質疑応答

（長尾会長）　ありがとうございました。先ほどは進行を間違えまして申し訳ございませんでした。

　今、土木部からご説明をいただきました。では、これから審議を進めていきたいと思いますが、今ご説明いただきました内容についてご質問等がありましたらお願いしたいと思います。いかがでしょうか。

（Ａ委員）　最初に説明された新幹線の道路ですね、高岡環状線の周辺は、そうすると市街化調整区域の見直しをするということですか。

（柴田土木部次長）　先ほど市街化調整区域と言いましたが、ただ、流通業務施設をどうしてもその沿線上に設置したいという話になった場合は、ある一定規模のものまでについては開発審査会の議を経て設置することが可能ですので、そのような対応をしていきたいと思っています。

　現在の段階で市街化調整区域を、高岡環状線の沿線まで一気に市街化区域にすることについては、農政サイドの方とも、今は農地として利用されておりますので、人口が増えていない中でなぜ市街化区域を拡大する必要があるのか。今、例えば高岡市の市街化区域の中にもまだ農地として利用されて、そこを先に宅地や都市的な施設として利用されればどうですかと。極端に言えば、それがきちんと大体整備が終わって、それでも足りないという話であれば拡大ということも考えられます。

（Ａ委員）　それは分かりますが、ただ、やはり新幹線が通って新駅ができれば、その付近はだいぶ活性化すると思います。だいぶにぎやかになると思います。そういう問題も出てくると思うのですが、まだ、それは別な話だと。

（柴田土木部次長）　新幹線新駅の周辺については、すでに市街化区域を拡大しています。
（Ａ委員）　それはもうできているのですか。

（柴田土木部次長）　そこについては土地区画整理事業などを導入して整備していくこととしています。
（Ａ委員）　新駅の周辺も。

（柴田土木部次長）　今、私がご説明しましたのは、高岡環状線の沿線の方の話です。

　ここが新駅になりますので、新駅周辺については必要なものについては整備する形で、今、市街化区域も拡大しましたし、土地区画整理事業も進めていくということで市も考えております。

（Ａ委員）　私が今思っていた広い範囲は、将来はできるのでしょうか。

（柴田土木部次長）　現時点では何とも言えません。
（Ａ委員）　この辺は何か、みんなちゃんと分けられたようですが。

（柴田土木部次長）　例えば、新幹線新駅の南側には、あまり着色してありませんが、公園や病院などいろいろな都市的な施設が実は結構あるのです。このショッピングセンターの南側に病院などもあります。ですから、すべてが農地というわけではないのですが、その区域をを全部市街化区域にして都市的に開発するかどうかについては、なかなか今の段階では明言できません。

（Ａ委員）　難しいですか。

（長尾会長）　よろしいですか。

（Ａ委員）　はい。

（長尾会長）　そのほかはどうでしょうか。何かご意見等はありますか。

（Ｂ委員）　先ほどの海水浴場の利用者のデータのところで、最近急に伸びたという事例がありましたが、あれは海水浴客が増えたのですか。

（柴田土木部次長）　表にありますが、今のところ内訳はちょっと分かりません。施設が造られた海岸に来られた来場者数です。
（Ｂ委員）　利用の目的は分からないのですか。

（柴田土木部次長）　そこまでは調査しきれなかったということです。すみません。

（長尾会長）　イベントとか何かがあれば、データに追加されている可能性はありますね。

（Ｂ委員）　雨晴海岸の説明をされているときに、サーファーの人が話をされておられましたが、海水浴客は一体増えているのか。増えているということはないと思うのですが、どこにでも海水浴場が必要なのかどうかという。海水浴場としての利用、あるいはサーフィンや釣りなど、いろいろ目的なり利用の仕方があると思うのですが、それぞれ平均的にどこの海岸でもあれもやりこれもやりということではなく、例えば海水浴はどこか1カ所にしてそこを整備するという考え方はできないのでしょうか。何か目的を少し整理した方がいいのではないかと感じたものですから。

（長尾会長）　質問の中にもゾーニング計画というような言葉がありましたが、用途としてどのように使っていくのかというような視点も必要があるかと思います。その意味ではデータも、正確性とか、そういうことも考えていかなければいけないかと思います。

（柴田土木部次長）　先ほど県内で海岸事業を実施しているところについてご説明いたしましたが、海水浴場をこの海岸事業で整備している箇所についてはごく限られた部分だと言ったつもりです。伏木富山港海岸と、雨晴海岸についてはその横が海水浴場になったりしておりますが、そういうことで海水浴場を積極的に整備しているのは今のところ伏木富山港海岸だけで、あとはもうほとんど侵食対策をメーンにやっています。特に県東部の海岸については非常にあいがめの傾向が強いものですから、それを優先的にやっていかないとなかなか整備ができない。ただ、県東部の方も、例えば浜黒崎とか、それぞれ海水浴場がありますが、それを積極的に海岸事業で整備するということではありません。
（長尾会長）　よろしいですか。

（Ｂ委員）　はい。

（長尾会長）　そのほかにどうでしょうか。

（Ｃ委員）　境海岸の海岸保全施設の整備効果ですが、結局は離岸堤と人工リーフのおかげで自然と砂浜が戻ってくるというふうに理解してよろしいでしょうか。それとも、やはり砂をどこかから持ってこなければ駄目なのでしょうか。

（柴田土木部次長）　対策をしたおかげでさらに砂浜が戻ってきていると考えられます。離岸堤から砂州みたいな形で付いている砂が全部どこかから砂を持ってきたというわけではなく、最初はある程度の面的防護をするために養浜をしたかもしれませんが、そういう意味ではなく、面的防護をすることによってそのような形で戻ってきたということです。

（Ｃ委員）　分かりました。

（長尾会長）　よろしいですか。

（Ｃ委員）　はい。

（長尾会長）　そのほか、どうでしょうか。大体、今回の質問に関してご説明いただいたのですが。

　では、今年度、評価対象になっていました全体について何かご質問やご意見等がありましたら、お願いしたいと思います。どなたからでも結構です。

（Ａ委員）　この間、実地調査をしてもらって、いろいろわれわれもよく分かったのですが、あの中で定められている、まず公共下水道は、私はぜひやってほしいです。下水道は本当に各市町村がやっている下水といったものを広域的に県の予算でするのは必須的な話です。市町村の下水道整備がどんどん広がっていけば、当然その分例えば容量が増えていくわけですから、今ここでやめるわけにはいかないと思うのです。

　それから、さっき言っておられた高岡環状線ですね。あれはもう新幹線を含めて一応このようなこともやっていますし、やはりあれとこれはだいぶ関連しているような道路ですよね。だから、ぜひ26年までにやってほしいと思います。

　それから、一番問題になったのは海岸侵食の話です。さっきもいろいろ海岸侵食の原因について話がありましたが、土砂をダムとか、それから土砂採取なんかが最近非常に多いですから、どうしても土砂が河口まで行かないと。要するにその減少によって砂浜がだんだん侵食されているという原因はよく分かるのですが、その上に富山の場合は寄り回り波ですか、特殊なそういう現象もあって、先ほどから説明があるように、海岸線全部ほとんど海岸侵食対策事業ばかりやっているのですね。それで、私は地層の話も聞いたのですが、これには地殻変動もある程度関係していくのではないかと。例えば日本海側の方は海岸が沈むというか、だんだん侵食されて、太平洋側は上がっていくということになれば、全体はいわゆる地殻の問題ですから。となると、自然の力はなかなか簡単に止められるものではないものです。今まで一生懸命いろいろな対策をやっておられるのはよく分かるのですが、今、途中までやったけれど、それがうまくいかない場合も、この間も聞きました。だから、本当は一番何が抜本的な対策か、研究しているのでしょうが、一地方団体だけではなく、国の機関とか、もうちょっと国レベルで研究すべきだと思います。

　また、私はもしこの現象がどんどん進むと、今の特に雨晴などを見ていると、住居地域を思い切って下げないと駄目だと思うのです。だいぶ波打ち際が迫ってきているので。そのときは補償などいろいろ大きな問題が出てくると思いますが、そこまでやるような事態になるのか、何十年後か、何百年後かに。それまでに一生懸命こういういろいろな対策で手を打って、ある程度その動きを抑えておられるのでしょうが、いずれにしても、自然の力は非常に強いですから、何か抜本的な対策を、国には当然要望しておられると思いますが、研究してもらわないと。そういうことが私は必要だと思うのですが、どうでしょうか。

（長尾会長）　国と県との間で今の侵食に対する対策として検討というか、何か試みなどがあれば、ぜひお答えいただければと思います。

（柴田土木部次長）　国レベルでは多分、前の土木研究所（今の国総研）のようなところで海岸の研究をずっとしていると思います。今ちょっとその研究の中身までは把握しておりませんが、多分、侵食対策についてはものすごくいろいろ研究していると思います。私どもも海岸侵食対策をした中でなかなか解決方策が見つからなかった場合に、前は土木研究所の職員の方にわざわざ現地まで来ていただいて対策を考えておりました。ただ、国レベルで例えばもっと抜本的な、個々の海岸ではなく、国レベルで総括的にやっているかについては、ちょっと私も把握しておりません。誠に申し訳ありません。答えになっていないかもしれません。

　それから、先ほど黒部川の事例を出しましたのは、河川の総合的な土砂対策ということで、あれはたまたま出し平ダムや宇奈月ダムに排砂ゲートを設置したから排砂ができたわけですが、すべてのダムに排砂ゲートがないものですから、なかなかそれをすぐにやることは難しいと思いますが、やはり全体でいろいろ勉強しながら、今後どんな方策をとればいいのかということは、当然国レベルで考えていかれると思います。

（長尾会長）　なかなか抜本的な対策は難しいのではないかというふうなことですが、どのような形で対応をしているかということもやはり住民の皆さんに分かるように、またいろいろと情報公開をしていただければと思います。

　あとはいかがでしょうか。全体に対して何かご質問やご意見等はございませんでしょうか。

（Ｄ委員）　私の方でいろいろと質問させていただいて、いろいろとご丁寧に聞かせていただいたところもあるのですが、海岸とか、また先ほどおっしゃった生活を脅かしていくような土地が富山県にはやはりあるなと。それから、私は思うのですが、すごい豪雨が降ったとき、やはり山間部でも人家が埋まったりということで、危ないなというところがありまして、国の土木工事をいろいろされていて、そういうところにも安全のための事業をされているということでした。やはりそういう地域で人命・財産を守るということを全体的に見て、やはり公益がするところの防災の体制ですとか、そういったところの中に土木工事というものがあって、危険なリスクがある地域について、どのようにやっていけばいいのかということは、土木工事だけではなく、全体的な、総合的に国とやらなければいけないのだなということで、すごくいろいろと勉強させていただいて見えてきたところです。今おっしゃったように抜本的な対策はなかなかとれないと思うのですが、私たちはその部分でどういう土木工事が適切なのかは専門家でないのでなかなか分からないのですが、本当に人命や財産を守るためにこの地域をどんなふうに守っていくかというところを総合的に見ていただけるとありがたい、その中でより良い土木工事をしていただくことが大切なのだなと思います。

（長尾会長）　地域づくりの全体的なところとも関係してくるのだと思いますが、地域づくり全体の方向性、そういう中で各事業をどう位置付け、どう考え、どういう方向へ持っていくかというような総合的な視点がかなり重要ではないかということだと思います。やはり部分を最初に見てしまうのではなく、全体の中から部分を見て、事業の進め方やあり方を考えたらどうかというご意見かと思います。

　そのほかにどうでしょうか。大体よろしいですか。

（Ｅ委員）　いろいろな大事な事業を展開されてきていると思うのですが、やはりこういった事業を行う上で、その事業がいかに大切かといったことに対しての評価法をまた検討していただければと思っています。

　例えば一番分かりやすいのは経済的な評価で、これにかかるコストもそうですが、これができることによってどれだけの効果があるかということも比較する。例えば雨水貯留による対策によって洪水被害がどれだけ軽減されるかということや、先ほどの海岸侵食もそうで、宅地などがありますが、宅地の被害が増えているという状況であったとすれば、それに対して被害がどれだけ軽減できるかといったことなども評価に加えていく。あるいは、それができることによるほかの機能、砂浜を整備することによって、そこで海水浴ができるようになるとか、いい釣り場ができるということであれば、そういった価値も、今からこれから事業が行われて、そこで終わりではなく、これがまた続いていったり、維持管理していかなければいけませんので、その辺の評価の中でこういった事業の価値を見ていけばいいのではないかと思いました。

（長尾会長）　ありがとうございます。では、今回、評価対象となっております全体について、ご意見も出尽くしたような気がしますが。
（Ｂ委員）　よろしいですか。今のお二方の意見にちょっと近いのですが、事業を進めるか否かというところとちょっとずれるかもしれないのですが、都市化など状況の変化の中で、私たちは都市部において非常にゲリラ豪雨の影響を最近感じるのです。こういった土木事業もさることながら、そういったときに危険を知らせる情報のあり方や仕組み、要するに工事というよりも、そういった危機に対する仕組みの方針のようなことがすごく大事になってきているのではないかと感じています。少しずれるかもしれませんが、そういったことを特に行政の区画によって分かれていたり、例えば連携がうまくいかないことによって情報共有が遅れるというようなことなど、その辺の整備についても同時に進めていただきたいと感じています。

（長尾会長）　もしそういうリスク管理というか、危機情報に関して、現状、県の方ではどんな対応をされているのか、お分かりの部分がありましたら、お知らせいただければと思います。

（高松河川課長）　河川課長の高松と申します。近年の集中豪雨やゲリラ豪雨対策に関しては、ご承知のようにゲリラ豪雨はごく限られたところでしか雨が降らないという状況です。これまで気象庁など、国、県の中でいろいろと雨量の観測データを持っておりますが、それでも予測ができないところで降ってくるということで、その観測、予測をする上ではCバンドというレーダーがある程度広範囲、1kmメッシュの範囲でしか予測ができなかったと。これに対して、現在、国交省で昨年南砺市や石川県で集中豪雨があったことを機にXバンドレーダーというものの整備を進められております。

　そのレーダーが、常願寺川の方の河口で実はもうハード的には整備が終わっております。そのデータの予測効果等については、今インターネットのホームページで試行という形で配信されております。それは250mメッシュということで、かなり狭いエリアの中で集中豪雨の予測ができると。実際は何ミリ降っているということを現在は試行という形でその予測とデータが合っているかということをいろいろ確かめながらやっておられるわけですが、今年の雨のデータについてはかなり精度が高かったということになっています。ある程度の、何十ミリぐらいでそこに雲がありますというように観測したものをデータとして落としているわけですが、そういうものが今一般に情報公開されております。

　今後、それについては試行的な形で25年度以降ぐらいまでに本格実施できるようになされていくと。そのような形のデータが出てくれば、現在、県でも管理者や消防関係の方ともいろいろデータを共有しているわけですが、そういったものの開発も併せて、今後、水防関係や一般の方に対しても広範囲なデータが提供できるのではないかということで、県としても期待しています。

（長尾会長）　これから危機情報が一般の方にも適宜お知らせできるような体制ができていくということです。Xバンドレーダーというのは専門用語で難解ですが、かなり精度が高いので、情報管理ができるようになっていくかというお話です。

　では、全体について何かご質問、ご意見等はよろしいでしょうか。ここで、休憩を5分程度入れたらどうかと思います。では、45分ぐらいから再開したいと思います。

＊＊＊休憩＊＊＊

　④委員会意見のとりまとめ

（長尾会長）　では、再開してもよろしいでしょうか。この後はとりまとめに向けた質疑応答をしていきたいと思います。今までの事務局の説明、あるいはこれまでに出たご発言や意見等を踏まえて、何かご意見等がありましたら、出していただければと思います。どうでしょうか。とりまとめに関して何かご意見等がありましたら。

（Ｄ委員）　ここに整備した海岸公園をもっと県民にPRすべきではないかということで、レクリエーション施設としてのPRをすればいいという、それも一つあると思うのですが、例えば海岸侵食ということは結構富山の人たちにとってとても重要な、みんなが知っておいて、これをどうしたらいいかと考えればいいのではないかという問題だと思うのです。そのようなことを、環境教育ではないのですが、そういう中で一緒にこういうことになっているのはどういうことなのだろうと考えるようなことがあるといいと思います。

　例えばそれが、いろいろな原因はあると思うのですが、ひょっとしたら、分かりませんが、例えば森林の整備をすることによって少しは河川が良くなり、河川が良くなることによって海岸侵食が防げるのではないかと。みんなで自然を守っていこうというような流れの中に、こういうことも一つみんなで考えていきましょうということはできないのかなと。私たちだけが知っている海岸侵食のこの大変なことを、われわれだけで考えるのではなく、みんなで考えましょうというようなことができないのかなと思っているのですが。

（Ｃ委員）　付け足してよろしいでしょうか。同じ考えなのですね。例えば集中豪雨で雨水がどっと流れてしまう。でも、一人一人、一軒一軒がある程度自分たちの周りで、例えば雨水をどうにかして少しでも減らそうとか、そのような考えを持つことによって、やはり量がすごく変わってくると思うのです。それはやはり県民一人一人への啓発といったらおかしいのですが、PRでもないし、何と言うのでしょうね。

（Ｄ委員）　みんなでどうしたらいいのかということを考える機会があるといいと思います。

（Ｃ委員）　そう、何か提案をして考えましょう、実行しましょうというような呼び掛けも必要なのではないかと思います。

（Ｄ委員）　環境をみんなで良くしましょうというのと同じような感覚で、立山の自然を守るのと同じような感覚で、海岸侵食はこんなに大変、みんなでこんなふうにしたら、どうしたらいいのだろうということを考えるということも。やはり海岸侵食はすごく大変なことじゃないですか。自然破壊の一つだから、それを何か皆さんにアピールするようなことができるといいと思っています。

（長尾会長）　やはり改修や改善など整備していくだけでなく、今の状況とか、自然を維持・保護していくにはどうしたらいいかということをもっと県民全体で考えて、いろいろな動きを作っていったらどうかということですね。そういう意味では、富山県の海岸が今はこのような状況になっています、これに対して皆さん方はどう考え、この自然を、海岸をどう維持していったら、守っていったらいいかというふうな、そういう意識を形成していくということを始めたらどうかということですね。

（Ｄ委員）　はい。

（Ａ委員）　そういうものはよくシンポジウムをやっていますね。それで取り上げて、やっておられるのかもしれないけれど、海岸侵食についてはあまりやったことがないのですか。分からないけれど。

（長尾会長）　そのような啓蒙をして、県民も対策に参加していくというのは。行政が啓発のセミナーなどをこれからやっていきながら、皆さんに考えていただくということをしたらどうかということですね。これはかなり長期間で考えて県民の自己啓発を考えていくということになるだろうと思います。今は環境ボランティアのようなNPO法人がかなり出てきていますので、そのようなところとタイアップ、連携して今のような問題意識を一緒に考えていくという方向もあると思います。ちょっと意識の部分で県民全体で考えていく必要があるのではないかということです。

（Ａ委員）　事業を中断しろという意見はなかなか出しにくいと思うのです。結局は、前もそうだったのですが、一応、事業継続にして、付帯意見で今言われたことやほかのことなど、委員の皆さんの意見を少し入れてもらって、こういうふうにしてくれということを何か入れるよりしょうがないような気がしますけれどね。なかなか難しい。

（長尾会長）　今、方向性を言っていただきましたが、今回、先ほど資料1にも出てきた再評価の9件と再々評価の8件、3回目評価の10件ということで、すべて事業継続ということになるかと思いますが、付帯意見を付けていったらどうかというようなご意見でした。そのような方向で、付帯意見としてどんなものを付けるかということになるわけですが、今出たご意見も各委員の皆さんのお気持ちとしては付帯意見の中へ入れてはどうかということになると思います。何か付帯意見としてありますでしょうか。

（Ａ委員）　私もさっき言った、少し抜本的な対策ですね、特に海岸侵食について、何かそういうものを今後やはり。なかなかすぐにできるものではないと思いますが、国の方でどこまでやっているのかちょっと分かりませんが、何かそういうことを当然研究するべきだと思います。

（長尾会長）　そういう方向を目指していかなければいけないと思います。効果的な、抜本的な対策は非常に難しい部分もあるかと思うのですが。

（Ａ委員）　先ほど言ったように、少し回復したところも確かにあるようですが、ただ、あまり回復していないようなところもちょっとありますしね。このままやって、ではある程度のところで止まるかというと、どうも止まるような気もしないし、だから、このままにしておいていいのかどうか、非常に不安です。

（長尾会長）　私自身、皆さんのご意見を踏まえて、2点ほど付帯意見を付けたらどうかという考えで聞いたのですが、ちょっと私の意見を述べさせていただいてもよろしいでしょうか。

　今まで、今日も話題に出たのですが、やはり海岸の整備、今のこともちょっと関連する話ですが、なかなか抜本的対策をとるのは難しい部分があるので、この前の視察のときのように地元の人の意見もあるかと思うので、そのようなことを幅広く踏まえまして、海岸の今の侵食状況や海岸の利用状況、地域のニーズなどを考慮した上で、今の施工方法や手順を工夫していく。その工夫する目的は、やはりコストの削減があると思います。冒頭にも説明がありましたように、財政もかなり厳しくなってきていますので、施工方法や手順を工夫しながらコスト削減に努めていく。これを第1点として付帯意見としたらどうかというのが私の意見です。

　それから、第2点目として、前回議論が出た部分でもあるのですが、事業期間がかなり長期にわたっているものもありますので、事業の完了前であっても事業効果が早期に期待できる部分、発現できるようなものに関しては、その部分からやっていく。もう一度表現し直すならば、事業効果を早期に発現させる努力を長期間の事業に関してもしていただきたいと。それが第2点目です。

　第3点目として、今出ておりました環境の維持・保護に対する住民の意識啓発、意識向上ができるような運動を考えていくべきではないかということで、付帯意見として3点、詳細な表現はまた考えさせていただきたいのですが、方向的にはそのような付帯意見を付けるという形でよろしいでしょうか。もしほかにこういう付帯意見も必要ではないかというようなご意見がありましたら、お願いしたいと思います。どうでしょうか。

（Ｂ委員）　付帯意見というほどでもないのですが、対象事業として出されるときの、何を対象事業とするかというところの考え方なのですが、5の倍数が過ぎている事業を評価していくという考え方で、まだ途上にある事業ということで出しておられるわけですが、前回もお話ししたように、事業というものはひとしきり作るというか、ここでやめてもいいという例えば仕切りのあるところといいますか、同じように10年とか15年ということではなく、そういった事業をテーマにしていただければありがたいという思いが一つあります。

　それから、この事業をやめたらどうなるのですかということについて書いてあると。この事業をやめたらどうなるか、要するにやめてもいいのかどうかという視点がうまく分からないものですから、今判断できる状態のものを出していただくとありがたいのですね。うまく言えないのですが。

（長尾会長）　継続の話と廃止というか。

（Ｂ委員）　やめたらどうなるのかというところをちょっと書いていただけると、われわれもジャッジというか、意見がいろいろ出しやすいのですが。

（長尾会長）　事業継続の方向性の意見だけではなく、これをやめたら。

（Ｂ委員）　ええ、事業というものはどんな事業でもここでちょっと考えるべきところに来ているというポイント、タイミングがあると思うのです。それは5年か10年か15年ということで来るとは限らないわけですから、あまりそういうことに拘泥する必要はないように私は思うのです。

（長尾会長）　いわゆる5の倍数にこだわっている部分もありますが、今のご意見に対しまして、ほかの委員の皆さんはいかがでしょうか。

（Ａ委員）　今まで中断というのはやったことがなかったのですか。

（長尾会長）　今まで中断という判断はありましたか。

（事務局）　公共事業評価委員会は平成10年からやっているところですが、事業中止になったものが過去に2件、それから、当面休止という判断をいただいたものが5件、その他、一部見直しというか、縮小というものが11件あります。ですから、見直し等というものの事業数としては、ここ10年あまりでこれまで延べ18件のものがあります。

（Ａ委員）　中止とか？

（事務局）　中止になったものが2件。

（Ａ委員）　それはもう完全にやめているのですか。

（事務局）　中断というか、事業中止という形になったものが2件ありますので。

（Ａ委員）　事業中止。

（事務局）　はい。中止の理由としては、ほかでの対応が可能できるものが出てきたことであります。一つは防災ダム事業にあって、不足の用水分をほかの工事で代用ができるというような判定が出て中止になっています。それから、河川改修等に振り替え、防災ダムをやめたというような形のものが、2件中止となっております。また、当面休止というものが、ダムで4件過去にあります。

（Ａ委員）　それは例の国のあれと関連してそうなったのですか。

（事務局）　今、委員がおっしゃった「国の」というのは、平成12年ぐらいに当時の与党の方で見直し等があったときのものも中には入っておりますが。

（Ａ委員）　やめられれば、それはいいのですが、振り替えられれば何かほかに。

（事務局）　防災系のものでありましたら、ほかの対応ができるものが見つからないと、なかなかやめるという判断はしにくいと思うのですが、その辺りの調整ができたものから見直してやめているのが実情ではないかと思います。

（長尾会長）　代替え事業があれば。

（Ａ委員）　代替え事業がね。

（長尾会長）　なかなか事業を途中でやめるというのは。

（Ａ委員）　なかなかそういう代わりになってくれるようなものはないですね。

（長尾会長）　審議の進め方として、この件に関してこのような課題がある、問題があるというところを資料の上で出していただく、それに基づいて皆さんが各自判断して、継続とするか中止とするかということで、会議の運営において考慮できると思うのですが、今回の事業の付帯意見として付けるのは、方向性からいうと継続という形になるので、会議の進め方等で検討課題というふうにさせていただければと思うのですが、よろしいでしょうか。そのような問題点や課題を事業ごとに作成するというのもある場合とない場合があるということで、またその辺はちょっと検討させていただきたいと思います。

　どうでしょうか、付帯意見として、先ほどありました自然環境の保護というような県民意識の醸成を図っていくということで、文面の内容に関しては後ほど検討させていただきますが、3点ないしは今の1点だけでいいということでよろしいですか。どうでしょうか。3点でよろしいですか。

　では、3点を付帯意見として出させていただきたいと思います。具体的な表現については私にお任せいただきたいと思います。今の付帯意見を付けて、今年度の再評価対象事業については、委員会としての意見を知事に答申したいと思います。

　それでは、事務局から今後の処理等について説明をお願いいたします。
（2）その他
（事務局）　ただ今、長尾会長からもお話がありましたが、本委員会の意見としての付帯意見等の文面については、事務局において長尾会長とご相談の上、最終的には作成させていただきたいと思っております。まとまりましたら、委員の皆さまにご確認していただいた後、知事へ報告させていただくという段取りでご了解をお願いしたいと思っております。

　なお、委員会意見を踏まえました県としての最終的な対応方針等については、後日、各委員の皆さまにあらためてご報告させていただきますとともに、県のホームページにも掲載したいと思っております。以上です。

（長尾会長）　ありがとうございました。本日予定しておりました議題は以上です。多少時間がありますので、これで2年間、委員の皆さまと審議してきましたが、対象事業や委員会について、感想等で結構ですので、最後に1人ずつお願いできればと思います。Ａ委員さんからお願いします。

（Ａ委員）　印象としては、私は本当はさっき言っておられた中断や中止ができればなおいいと思っているのですが、なかなかそれは無理だということがだんだん分かってきて、結局は見直しとか、そのような形、付帯意見でわれわれの希望をある程度言うしかないような気もしました。その辺がなかなか。というのは、今、国でいろいろな仕分けとか何とか言っていますよね。その影響で、こっちでわれわれが一生懸命やっていても、あっちの方でがんとやられたら、やろうと思ってもやれない場合だってあるのでしょうね。だから、その辺も、われわれの意見は意見として、また国全体の考え方によってだいぶ変わってくるような気もします。この事業自体が。

（長尾会長）　Ｄ委員さん、いかがでしょうか。

（Ｄ委員）　なかなか土木事業とか、そういうことは本当に技術的なことや専門的なことは全く分からないのですが、県としていろいろな危険な地域とか、そういったところをそういったもので少しでもカバーしていく努力をされていることはよく分かりました。

　ただ、やはりこういった公益事業も、最後の方に言っていますが、いろいろな意味で本当に防災なども含めて総合的に、私たちはどうしてもそういうふうに見てしまうので、そういった中でやはりこういった事業に取り組まれるときもそういう見地から見ていただけるといいなと思いました。

（長尾会長）　ありがとうございます。Ｅ委員さん、お願いします。

（Ｅ委員）　この公共事業評価委員会を通じて、いろいろな事例を勉強させてもらいまして、また、世の中の移り変わりの中でまた公共事業の意味合いも違ってくるかと思いますが、皆さんが言っていましたように、やはり公共事業は公共のものですから、皆さんの公共益という中で進めていただきたいと思います。また、先ほどあったようにいろいろ政治にもかかわってきますから、ソフト的な対応でハードの予算の分を節約するといったことも盛り込みながら、いい形で公共事業というものが進んでいけばと感じました。

（長尾会長）　ありがとうございました。Ｃ委員さん、いかがでしょうか。

（Ｃ委員）　公共事業に関しましては、長い年月と莫大な予算がかかるのですね。それをこの委員会でいろいろと勉強させていただいて、その中でやはりどれをとっても、ここでやめてくださいとは言えないということなのですね。みんな一つ一つが県民の財産と生命を守る事業である以上、ここでやめましょうと言うことはできないので、でも、コストは下げてほしいなと。それが県民一人一人に返っていくので、そういうふうに県も非常に努力をされていて、どうすればコスト削減になるかということも資料の中には全部あるのですが、これからそういったことに努力していただいて、県民の財産と生命をしっかり守っていってほしいと思います。ありがとうございました。

（長尾会長）　Ｂ委員さん。

（Ｂ委員）　さっき感想的な話をしたものですから、先ほどの話は話として、しばらく前にNHKか何かで台湾の河川の番組をやっていて、土砂が崩れて自然のダムみたいなものができて、下流の方では一瞬、もう収まったかなと思ってしまって、その後、その自然のダムが決壊して大変な流水があり、被害が拡大したという番組を見たのです。そのときに言っていたのは、ハードも大事だけれど、やはりソフトも大事だという話で、さっき申し上げたのも、そういう情報共有の仕組みなどが大切なのかなと。情報共有とともに、先ほどからお話の出ていたいろいろな広報や啓蒙活動も含めて、ハードの方の話をする場なのでしょうが、ハードだけではなく、ソフトの部分を充実していただきたいと感じました。なかなかハードのことは分からないものですから。以上です。

（長尾会長）　ありがとうございました。私自身の意見も出ている部分もあるのですが、提言としましては、先ほどもありましたが、公共事業という公の事業ですので、事業の目的や効力、その事業を推進することによって地域がどのように変わっていくのかということで、これも今おっしゃいました情報の共有化にも関連してくるかと思うのですが、やはり関心を持っていただく。これから県民にいろいろ考えていただくにも、情報を県民と共有化していかないと、意見を求めてもなかなか意見を言うこともできないと思うので、一つ一つの事業がどんな位置付けで、どういう事業計画の下でどんなアウトプットがこれから期待されてくるのかということで、基本的なことで結構ですので、もっと情報公開をしていただければと思いました。

　それから2点目として、今日のお話の中にも出ていましたが、土木事業というか、ある一つの事業で完結するということは、これからの世の中や社会の仕組みを考えると非常に難しいと思います。今日の海岸の問題でも、景観や観光など関連事業と密接なかかわり合いを持ってくるわけですから、そのような視点からも、これからは多角的にというか、多面的に事業を考えていくことも必要かと思います。海岸の侵食が進展していけば、そこに関連している住民の皆さんも、今後そこへ移動して家屋を建てるということは今から防止というか、対策を考えて、都市計画との関連も考えていく必要があるのではないかと思います。やはりいろいろな要素が絡み合っているので、土木事業、公共事業に関しても周辺の事業との絡みを考慮していただければと思います。

　また、侵食の問題でもなかなか抜本的な対策は非常に難しいかと思うのですが、こういうものの基礎研究にもこれから投資していただいて、国と県がタイアップして根本的な対策により近づく事業をしていただく努力を。こういうものはやはり基礎研究など大学の世界と密接な関連を持ちながら研究を続けていただいて、砂浜の砂も徐々になくなっているというプロセスからまた考えて、砂浜を作るにはこれからどうしていったらいいか。先ほど面的な防護対策というようなご意見もありましたが、やや部分ごとにやる場合と、ある意味では入善から伏木港まで一体的に同時に進めていく場合と、何か侵食の度合いもあるのではないでしょうか。これは素人の考えですが、一斉にやるのも効果を狙うためには、大きなお金もかかるかもしれませんが、即効性を考えれば県の湾岸で侵食されているところを一気にやってしまうような思い切った事業投資も必要ではないかと思います。

　ちょっとランダムでしたが、2年間ちょっとやってきて、そのように感じました。今日は以上でございます。長時間にわたりまして、皆さん、ご協力ありがとうございました。

　それでは、この後は事務局にお返しいたします。
4．閉会
（高野経営管理部次長）　委員の皆さま方には大変ありがとうございました。今年度は暑い中での現地視察も含めまして、終始熱心なご審議をいただき、今ほど委員会意見のとりまとめという形でまとめていただきまして、大変ありがとうございました。

　県としましても、大変厳しい状況の中で公共事業計画・執行をきちんと進めていく必要があると思っています。そういう中で、委員の皆さまからもご意見をいただいておりますが、これまで以上に県民の皆さまのご理解を得て進めていくことが必要かと思っております。関係部局と連携を十分にとりまして、公共事業の計画・執行に当たってまいりたいと思っております。

　今回をもちまして今年度の委員会は終了になります。長い期間、十分ご審議いただきましたことにあらためて御礼申し上げまして、今回の委員会を終了させていただきます。どうもありがとうございました。
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